49　教育研修に関する規定
教育研修規程

第１章　総　則

第１条（目　的）

１．この規程は、就業規則第○○条の規定に基づき、従業員の教育研修に関する事項について定める。

２．本規程で定める教育研修の目的は、従業員に対する労働安全衛生、及び会社の業務に必要な知識及び技能を計画的に教育し、もって各自の自己啓発を促し、企業目的を貫徹するに足りる知識、技能、企画力、判断力をもつ企業人を育成することにある。

第２条（基本方針）

１．前条の目的を達成するため、次に定める基本方針に基づいて教育・訓練・研修等を行う。

(1)　OJT（職場教育）

従業員教育の基本は、管理監督者が各職場における日常業務の遂行並びに職業生活を通じて、個人及び集団指導により実施することである。会社はこの職場における教育を推進するため、必要な施策を行うものとする。

(2)　OFF-JT（職場外教育）

会社は、従業員の自己啓発及びOJT を補強するため、研修の必要点に基づいて、全社的又は各部門別の集合教育あるいは社外派遣教育など必要なOFF-JT を行うものとする。

(3)　自己啓発促進制度

従業員教育は、従業員各自が自己啓発により自ら学ぼうとする自覚と姿勢を持つことによって、その成果が期待できるものであり、会社は従業員各自の向上意欲を開発し支援するため必要な施策を行うものとする。

(4)　その他の施策・制度

従業員教育により、従業員の能力を開発・向上させ、会社の発展に寄与するため、必要な制度・施策を行うものとする。

２．従業員は、会社の指示する従業員教育を正当な理由なく拒んではならない。

３．従業員は、本規程による従業員教育・訓練及び研修を受講することにより、自らの進歩と向上に常に最善を尽くさなければならない。

第３条（従業員教育の担当）

１．従業員教育の内容が一般教養関連事項である場合は、人事部が担当するものとする。

２．教育内容が専門的知識・専門的技術を必要とする場合は、教育内容に関連する部署が担当するものとする。

３．従業員教育の総括責任者は、人事部長とする。

第４条（教育内容）

１．会社が実施する教育研修は、基本的に次の各項に大別して実施する。

(1)　OJT

OJTは、上司が日常の業務を通じて部下に必要な知識、技能、態度を教え、同時に部下の創造力を啓発し、仕事への意欲を高めることを目的とする。OJTは常時行うものとするが、特に次の時期には力を入れることとする。

・新規従業員の配属時期

・配置転換時

・業務方法の変更時

(2)　階層別集合研修

従業員の階層に応じた業務遂行に共通して必要となる知識及モデル就業規則び能力を、講座研修によって啓発する。

(3)　自己啓発促進制度

従業員各自の自己啓発の意欲を喚起し、促進させる目的で次の支援を行うものとする。

・通信教育の紹介、受講料の援助

・資格取得の援助

・良書の紹介、あっせん及び援助

２．個別の研修の種類と講座名、具体的内容については別途体系図により作成する。

第５条（教育計画）

１．教育計画の立案にあたっては、会社の教育目的、基本方針に基づき、経営計画に則した視野に立って、次の計画を立てるものとする。

(1)　長期教育計画

基本方針に基づいて会社の長期的な教育計画を立案する。

(2)　年次教育計画

長期教育計画の立案を受けて、毎営業年度期に年次教育計画を立案する。

２．教育計画の立案は、総括的な総合教育計画と各事業部門の行う業務教育計画とする。

第６条（教育研修時間の取扱い）

１．業務命令による教育研修は、原則として所定就業時間内に行うものとする。ただし、やむを得ない事由により所定就業時間外に行う場合は、就業規則に定める割増賃金を支給する。

第７条（教育・研修の休日の振替）

１．休日に教育研修を実施する場合は、就業規則に定める休日の振替を行うことができる。

第８条（教育研修出張）

１．会社の命令により教育研修を受けるために出張する場合は、出張旅費規程の定めるところにより旅費・手当等を支給する。

第９条（対象者）

１．この規定に基づく教育研修は、臨時従業員、嘱託従業員には適用しない。

第２章　OJT

第10条（OJTの実施）

１．OJTにおいては、すべての上長は部下に対して職務に必要な知識及び技能、態度等を日常の仕事を通して計画的、意図的に指導・育成し仕事への意欲を高めなければならない。

２．上長は、１年に１回、個別OJT計画書を作成し、人事部長に提出しなければならない。

第３章　OFF-JT

第11条（新入社員新規従業員教育）

１．新たに新規学卒者として入社した者に対して、従業員としての態度、知識、技能などを身につけるために次に定めるところにより教育研修を実施する。

(1)　一般教育　従業員としてまた、社会人としての考え方、態度、心構え等一般常識に重点をおき従業員としての役割を認識させる。

(2)　職務教育　会社の経営理念の理解、実務を行うに際しての基本的、基礎的知識、職務知識及び他部門を理解するための職場実習を行う。

(3)　技能教育　実務を遂行するために必要な最低限の技能を習得させる。

第12条（中途採用者教育）

１．新規学卒者以外に年度の途中で入社した者に対して、従業員としての態度、知識、技能などを習得させるために行うもので、職種及び階層にあった内容の導入教育を行う。

２．基本教育は、原則として入社後１年以内に行う。
第13条（管理職研修）

１．管理職にあるものに対して、時代のニーズ及び経営のトップの要求に応じ、適宜必要とする研修を行う。

第14条（専門職能研修）

１．専門分野のエキスパートあるいは担当職務のスペシャリストとして、それぞれの職務知識や技能を習得させるための教育研修を、管理事務担当者、技術者、研究職者を対象に行うものとする。

第15条（安全衛生教育）

１．労働安全衛生法第59条、第60条及び就業規則に基づいて従業員の安全衛生教育を行うほか、労働安全衛生規程により、安全管理者、衛生管理者、安全推進員の養成を行う。

第４章　自己啓発促進制度

第16条（自己啓発研修）

１．自己啓発促進制度は、社員の自己啓発を積極的に奨励することにより、社員の能力向上を図ろうとするものである。

２．自ら向上しようと努力する者で、本規程第17条から第19条に定める自己啓発研修に対しては、その費用の全額若しくは一部を援助する。

第17条（通信教育）

１．自己啓発として通信教育を積極的に奨励することにより、新しい知識や技術を習得し能力の向上を図る。

第18条（資格取得）

１．自己啓発として公的資格やこれに準ずる資格を取得することを奨励することにより、新しい知識や技術を習得し、能力の向上を図る。

第19条（勉強会、研究会）

１．自己啓発として意欲をもって自主的にグループによる勉強会や研究会を行うことを奨励する。

第５章　教育研修の評価・活用

第20条（担当者の報告）

１．教育研修の実施後は、実施責任者はその結果及び報告書をまとめ、各担当部の長を経て人事部長に提出しなければならない。

第21条（受講者の報告）

１．教育研修を受講した者は、次に定めるところにより受講報告をしなければならない。

(1)　職場内教育を受講した者は、実施責任者の指示による。

(2)　職場外教育を受講した者は、別に定める手続きにより報告するものとする。

(3)　自己啓発促進教育を受けた者は、その結果を別に定める手続きによって報告するものとする。

第22条（評価と活用）

１．教育研修の評価とその活用について、統括責任者・各部署の責任者は、教育研修担当者及び受講者の報告に基づいて、教育研修の成果を検討し、以後の教育研修等の推進・改善に反映させるものとする。

２．教育研修の評価とその記録について、次に定めるところにより昇任、昇格、昇給の査定の基礎資料として活用する。

(1)　教育研修の実施に当たっては、事前にその必要点を把握し、必要点と研修内容にずれが生じないよう、その内容、方法等について十分検討するものとする。

(2)　会社が行った教育研修については、その内容及び結果を個人別研修記録に記載し、人事記録として取り扱うものとする。

(3)　人事記録として作成された評価記録は、以後の昇任、昇格、昇給の考課資料として利用するものとする。

第23条（実施細則）

１．この規程を実施するために別に細則を定めることができる。

第24条（改　廃）

１．この規程の改廃を行うときは、人事部長が立案し役員会の承認を得て、社長が決裁する。

附　則

この規程は平成○年○月○日より施行する。
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